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抄 録  「分割出願」は非常に有用な手段ですが、その要件、効果及び役割は法改正や

審査基準改訂により変動します。本稿は、最新の改正法に則って分割出願制度を平易に解

説し、併せて実務的活用について述べ、知財実務者の参考に供するものです。 
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１． はじめに 

 

 発明の単一性の要件に関する拒絶理由通知が

年々増えています。単一性違反を理由に審査対

象とされなかった請求項に係る発明の保護を求

めるためには、分割出願が有効な手段です。本

稿は、分割出願制度について、実務に役立つ情

報を提供することを目的としています。 
 特許出願人は、所定の時期に限り、２以上の

発明を包含する特許出願（「原出願」）に基づき、

一部の発明について新たな特許出願（「分割出

願」）をすることができます（特許法第44条第

１項）。適法な分割出願（「子出願」ともいう。）

は、原出願（「親出願」ともいう。）の出願時に

したものとみなされ（44 条２項）、いわゆる出

願日の遡及効が認められます。 
 
２． 分割出願制度の趣旨／改正法 

 

 請求の範囲に記載された複数の発明が発明の

単一性を満たさない場合に、或いは出願人が明

細書又は図面のみに記載された発明について別

途特許権化を望む場合等に、それらの発明につ

いて新たな特許出願を可能にすることにより、

原出願中に開示された発明に対し十分な保護を

与えることが、分割出願制度を設けた趣旨です。 
 平成 18 年法改正により、分割出願の時期的

制限の緩和等を目的として 44 条が改正され

（「改正法」）、2007年4月1日以降に特許出願

又は国際出願された原出願から分割出願をする

ための要件等は改正法に基づいて判断されます。 
 本稿においては、紙面の都合上、改正法のみ

に基づいて解説することをご理解下さい。 
 
３． 分割出願の要件 

 
３．１ 出願の分割をすることができる者 

 原出願の「特許出願人」が分割することがで

き、原出願の出願人と分割出願の出願人とが完

全に同一であることが必要です。原出願が共同

出願である場合には、出願人全員で分割出願し

なければなりません。出願人全員が、原出願の

明細書等に開示された複数の発明の全てについ

て、特許を受ける権利を共有しているものと考

えられる（34条１項）ためです。主体的要件を

欠く分割出願は、代理権を確認でき誤記した場
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合を除き、却下されます（18条の２第1項）。 
 一方、原出願の願書に記載された発明者と分

割出願の発明者との一致は要求されません。原

出願の明細書等に開示された複数の発明がそれ

ぞれ異なる発明者によるものである場合があり

ます。 
 
３．２ 原出願に関する客体的要件 

 「２以上の発明を包含する特許出願」から分

割することができ、すなわち、原出願が２以上

の発明を開示していることが必要です。２以上

の発明は明細書又は図面に開示されていれば十

分であり、分割しようとする発明が原出願の請

求の範囲に記載されている必要はありません。

この要件が分割出願についての拒絶理由通知に

おいて指摘されることは通常ありません。 
 
３．３ 出願の分割をすることができる時期 

（１）原出願の明細書等について補正をするこ

とができる時又は期間内（44条1項1号） 
 ① 「補正をすることができる時」とは、拒

絶査定不服審判請求と同時（17条の２第１項４

号）に分割する場合です。 
 ② 「補正をすることができる期間内」とは、

最初の拒絶理由通知を受けるまではいつでも

（同項柱書）、最初及び最後の拒絶理由通知への

応答期間（通常 60 日間）内（同項１号及び３

号）等に分割する場合です。 
 拒絶査定不服審判請求の審理中に発せられた

拒絶理由通知に応答する際にも分割可能です。 
（２）特許査定の謄本送達日から30日以内（44
条1第２号） 
 「特許査定」後であるので、特許審決後には

分割できません。また、前置審査における特許

査定等の後にも分割できません。したがって、

拒絶査定を受けた原出願から分割出願をする必

要がある場合には、不服審判請求時に分割して

おくことが賢明です。設定登録料の納付期間が

延長された場合（108条3項）には、それに連

動して分割可能期間も延長されます（44 条 5
項）。特許査定謄本送達日から30日に達しなく

ても、特許権の設定登録がされてしまい特許庁

への係属が解かれてしまうと、もはや出願の分

割はできなくなります。誤って分割出願前に設

定登録料を納付してしまった場合でも、設定登

録前であれば分割出願可能なので、速やかに分

割することが望まれます。 
（３）最初の拒絶査定の謄本送達日から3月以

内（44条1項3号） 
 従来は、拒絶査定を受けた際、不服審判を請

求しないと分割できなかったため、単に分割出

願の機会を得るためだけに多額の審判請求手数

料（195 条２項）を納付せざるを得ないという

状況がありました。改正法によれば、審判請求

しなくとも分割できるよう緩和されましたので、

拒絶査定に対する対応としては、審判請求のみ、

分割出願のみ、審判請求＋分割出願、放置のい

ずれかを採り得ます。 
 分割可能時期以外の時にした分割出願は、却

下されます（18条の２第1項）。 
 
３．４ 分割出願に関する実体的要件 

 
 原出願についての「補正可能期間内」）に分割

する場合と、「補正不可期間内」に分割する場合

とでは実体的要件が多少異なります。 
（１）「補正可能期間内」に分割出願する場合

（44条1項1号） 
以下の①及び②の実体的要件を満たす必要が

あります。 
 ① 原出願の分割直前の明細書等に記載され

た発明の全部を分割出願に係る発明としたもの

ではないこと。 
 原出願の分割直前の明細書等に開示された複

数の発明のすべてを、分割出願の請求の範囲に

記載した場合には、分割要件違反となります。
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しかし、一般に、原出願の明細書等には把握の

仕方により無数の発明が含まれており、その全

てを分割出願の特許請求の範囲に記載すること

は事実上困難であり、この要件違反を指摘され

ることは通常ありません。 
 ② 分割出願の明細書等に記載された事項が、

原出願の出願当初の明細書等に記載された事項

の範囲内であること。 
 原出願の当初記載事項ではない原出願新規事

項を分割出願の明細書等に追加記載することは

許されません。原出願新規事項は、分割出願の

請求の範囲はもちろん明細書に記載することも

許されません。明細書に記載した事項は、分割

後に請求の範囲に記載することができるからで

す。原出願の当初記載事項の範囲内であるか否

かの判断基準は、補正における新規事項追加違

反（17条の2第3項）の判断基準と同様です。 
（２）「補正不可期間内」である、特許査定後

30 日以内又は拒絶査定後 3 月以内の期間（拒

絶査定不服審判請求と同時にする場合を除

く。）に分割出願する場合 
上記①及び②の要件に加えてさらに、以下の

③の要件が課されます。 
 ③ 分割出願の明細書等に記載された事項が、

原出願の分割直前の明細書等に記載された事項

の範囲内であること。 
 原出願の当初記載事項であっても分割直前の

原出願明細書等に記載されていない事項は、分

割出願の明細書等に記載することは許されませ

ん。原出願の出願当初記載事項の一部を補正に

より原出願明細書等から削除した場合において、

その後補正不可期間内にする分割出願の明細書

等に上記の削除した事項を記載することはでき

ません。 
 「補正可能期間内」においては、分割直前の

原出願の明細書等に記載されていない事項であ

っても、原出願当初記載事項であれば、原出願

の補正により原出願明細書等に記載し回復した

上で出願の分割を行うことができることから、

手続上は原出願の補正をしなくてもいったん削

除した事項も分割出願において記載できるもの

としました（上記②）。しかし、「補正不可期間

内」にはそのような補正回復ができないため、

分割出願の明細書等にもそのような事項の記載

を許す必要が無いためです。分割出願は、原出

願から得られる利益を超えた利益を得ることが

できないと把握すると理解しやすいでしょう。 
 このように、同じ拒絶査定後であっても、審

判請求期間中に分割出願する場合と、審判請求

と同時に分割出願をする場合とでは、分割出願

に記載できる事項についての範囲が異なります。

したがって、審判請求をするような場合には、

なるべく審判請求と同時に分割出願することが

望まれます。 
 要件③があることから、原出願について明細

書記載事項の一部を削除する補正は、十分慎重

にしなければなりません。原出願について請求

の範囲を減縮補正した結果、補正後の請求の範

囲に係る発明の技術的範囲に含まれないことと

なった実施例を明細書から削除するよう、審査

官から要求されることがまれにありますが、そ

のような要求に盲目的に従うことは賢明ではあ

りません。 
 また、原出願に含まれる複数の発明のうち一

部の発明について分割出願する際に、分割に係

る発明についての説明を原出願の明細書等から

削除することも賢明ではありません。将来、原

出願から再度の分割出願（弟出願）をする可能

性があるからです。 
（３）分割出願（子出願）を原出願としてさら

に分割出願（孫出願）する場合 
子出願が親出願に対して及び孫出願が子出願

に対してそれぞれ分割要件を満たす必要があり、

さらに、孫出願が親出願に対しても実体的要件

を満たす必要があります。したがって、親出願

からの分割がまだ可能である状況下では、子出
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願からではなく、要件の緩い親出願から直接に

分割する方が得策です。 
（４）実体的要件違反の場合 
新たな出願は（却下されるわけではなく）出

願日遡及効が得られず、通常の特許出願として

取り扱われます。分割出願は、実体的要件に関

しては、特殊な出願というよりも、出願日遡及

効という追加的な利益を享受できる出願である

と把握すると理解しやすいでしょう。実体的要

件違反は、通常、分割出願の審査時に発見され、

拒絶理由通知において指摘されます。現実の分

割日を基準として分割出願に係る発明の進歩性

等が判断され、通常は、原出願がすでに公開さ

れているので、それに基づいて分割出願に係る

発明の進歩性等が否定されることになります。 
 
３．５ 分割出願の手続 

（１）分割出願と出願手数料について 
分割ができる時又は期間内に、新たな特許出

願として分割出願を行い、出願手数料（195 条

別表）を納付します。44条1項に「１又は２以

上の」と規定されているように、複数の分割出

願をすることができます。 
 意見書提出期間に分割出願する場合に、意見

書と同時ではなくとも、指定された提出期間内

であれば、原出願が係属している限り分割出願

可能です。 
（２）原出願表示と上申書について  
分割出願の願書において、以下のとおり、分

割出願である旨を表示します。 
 【特記事項】特許法第 44 条第 1 項の規定に

よる特許出願  
 また、以下の事項を記載した上申書を分割出

願と同時に提出することが要請されています。 
  ① 原出願からの変更箇所の明示及び説明 
  ② 他の特許出願（例えば、原出願）に係

る拒絶の理由を解消していることの説明 
  ③ 分割出願に係る発明と他の出願に係る

発明とが同一ではないことの説明 
 上申書の記載内容は、意見書の記載内容と同

様に、出願経過参酌及び出願包袋禁反言の考慮

の対象となると考えられますので、上申書の記

載内容、特に上記②については慎重を要します。 
（３）優先権主張について 
 原出願において提出済みの所定の書面又は書

類（例えば、優先権証明書）は、分割出願にお

いて提出を省略することができます（44 条 4
項）。また、原出願において優先権主張がされて

いれば、分割出願の願書において優先権を主張

しなくとも、優先権の利益が得られます。 
（４）審査請求について 
出願審査請求期間（48条の３）の３年間は原

出願の出願日から計算され、原出願日から３年

以上経過していても、分割日から 30 日以内に

分割出願について審査請求をすることができま

す（48 条の３第 2 項）。期間内に審査請求をし

ないと、分割出願が取り下げたものとみなされ

ます（48条の３第４項）。 
（５）同一の拒絶理由通知について 
 原出願等の他の出願の審査において通知済み

の拒絶理由と同一の拒絶理由が分割出願の審査

において通知される場合には、審査官により、

同一の拒絶理由である旨が併せて通知されます

（50 条の２）。その旨が通知された拒絶理由通

知（最初の拒絶理由通知であっても）に応答す

る請求の範囲の補正については、いわゆる限定

的減縮等の追加的補正制限が課されます（17条

の２第５項，６項）。 
（６）孫出願について 
 分割出願をするに際し、原出願の明細書等に

記載されている事項を漏れなく、つまり、分割

出願に係る発明以外の発明に関する説明も省略

せずにすべて分割出願の明細書等に記載し、か

つすべての図面を提出することが望まれます。

分割出願から更なる分割出願（孫出願）をする

可能性があるからです。 
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４． 分割出願についての効果 

 
（１）出願日遡及効 
 適法な分割出願は原出願の出願時にしたもの

とみなされ（44 条第 2 項）、いわゆる出願日の

遡及効が認められます。原出願において優先権

を主張している場合には、分割出願においても

同じ優先権の主張が認められます。その結果、

分割出願の審査において、新規性、進歩性、39
条の先後願等の特許要件を判断する基準日が原

出願の出願日又は優先日となります。この出願

日遡及効こそが、先願主義等を採用している特

許法における分割出願制度の存在意義です。 
 
（２）法定期間の計算の起算日 
 出願日を起算日とする法定期間も、原出願日

を起算日として計算されます。例えば、審査請

求期間は原出願日から３年（又は分割日から30
日）以内であり、特許権の存続期間は原出願日

から起算して原則として20年です。 
 
（３）出願日遡及効の例外 
 ① 29 条の２における「他の出願」として後

願排除効を発揮する先願の地位については出願

日遡及効はなく、分割出願日から 29 条の２の

先願の地位が与えられます。分割出願内に原出

願新規事項が記載される可能性があるからであ

り、原出願当初記載事項については原出願によ

る後願排除効があるので問題はありません。 
 ② 新規性喪失の例外の適用を主張する旨を

記載した書面の提出時期（30 条第３項）、国内

優先権やパリ条約優先権を主張する旨を記載し

た書面の提出時期（41 条第４項、43 条 1 項）

に関しては、出願日を遡及させず、これらの手

続の機会が保障されています。また、パリ条約

優先権に係る証明書提出期間（43条２項）及び

外国語書面出願の翻訳文提出期間（36条の２第

２項）に関しても、手続可能期間が追加されて

います（44条３項、36条の２第２項）。 
 
（４）法第39条の先後願 
 ①「分割出願に係る発明」は、遡及日以降の

後願に対して 39 条の先願としての後願排除効

が認められます。 
 ② 「分割出願に係る発明」が、分割後の「原

出願に係る発明」と同一である場合には、同日

同一発明（39条２項）という事態（分割要件違

反ではないので出願日遡及効は失われません。）

に陥り、特許庁長官により協議指令（39 条 6
項）が発せられるとともに、審査官から 39 条

２項に関する拒絶理由が通知されます。これに

対して、通常は、原出願（係属中であるか特許

されているはず（39 条５項）。）の方ではなく、

分割出願の方の請求の範囲を補正して発明の同

一性を解消することで対応します。手続補正書

とともに意見書を提出しますが、協議の届出書

（39条6項）を提出する必要はありません。 
 このような事態は、分割出願の請求項１に原

出願の請求項１と同じ発明を記載してとりあえ

ず分割しておいたが、分割後も依然として権利

化しようとする発明が決まらないうちに、最初

の拒絶理由が通知されてしまう場合に良く起こ

ります。最初の拒絶理由が通知されてしまうと、

シフト補正禁止等、補正の制約が厳しくなりま

すので、事前に分割出願の請求の範囲を補正し

ておくことが望まれます。 
 
（５）出願包袋禁反言 
 親出願における出願経過が分割出願の特許権

に係る発明の技術的範囲を確定するのに参酌さ

れる場合があるので、注意を要します。 
 
（６）遡及効について 
 子分割出願が遡及効を認められないことが確

定すると、それが孫出願にも遺伝し、孫出願が



 

6 

遡及効を認められなくなります。例えば、子出

願中に親出願当初記載事項ではない事項が残っ

たまま、そのことが原因で子出願の拒絶査定が

確定してしまうと、子出願が分割要件を満たさ

ず遡及効が認められないことが確定し、それに

より孫出願も親出願の出願日の利益を享受でき

なくなってしまいます。したがって、孫出願が

ある場合には、子出願の分割要件違反を治癒し

ておくことが賢明です。 
 
５． 分割出願の実務的活用 

 
（１）原出願で審査対象とされなかった発明に

ついて権利化を望む場合 
 原出願について、未知の公知文献を引用され

請求項１中の STF の存在を否定され、発明の

単一性の要件（37条）に違反する旨の拒絶理由

通知を受けた場合等において、新規性・進歩性

等の審査対象とされなかった発明について特許

権の取得を望むとき、それらの発明について分

割出願を行うことができます。 
 
（２）補正要件を満たさない発明について権利

化を望む場合 
 ① 原出願について最後の拒絶理由通知又は

拒絶査定を受けた場合において、いわゆる限定

的減縮等の補正要件を満たさない発明について

特許権の取得を望むとき、そのような発明につ

いて分割出願を行うことができます。 
 ② 先にした補正が新規事項追加違反（法第

17条の２第３項）である旨の最後の拒絶理由通

知を受けた場合、新規事項であると指摘された

発明特定事項を請求項から削除又は変更する補

正は限定的減縮に該当しないので厳しい審査官

にはおそらく補正が許されず、どうにも対処で

きない過酷な状況に陥ることがあります。この

ような状況において、新規事項であると指摘さ

れた事項を削除又は変更した請求項に係る発明

について分割出願を行うことができます。 
 
（３）拒絶査定への対応 
 進歩性不備を指摘する拒絶査定に対してチャ

レンジングな広い請求項で審判請求する場合に

は、最終的に拒絶審決を受ける可能性が高いの

で、安全策として分割出願をしておくことがで

きます。 
 
（４）技術標準や市場の変化に応じた権利化 
 特許出願後における技術標準仕様又はデファ

クトスタンダードの確定や、市場の状況変化、

競合他社新製品の販売等に応じて、係属中の関

連特許出願を有効活用して適切な請求項群を構

築することができます。 
 
（５）特許査定後の分割 
 拒絶理由通知無くいきなり特許査定されたよ

うな場合においても、特許査定された請求項に

係る発明とは異なる発明について、分割出願に

より権利化の途を確保しておくことができます。 
 
（６）意匠出願に変更するための分割 
 原出願の図面に意匠（物品に係る形態等）が

十分に表現されている場合には、原出願から先

ず分割出願をし、次にその分割出願を意匠出願

へと出願変更（意匠法第 13 条）することによ

り、原出願の取下効を発生させずに、原出願日

の利益の下に意匠権による保護を求めることが

できます。 
 
６．おわりに 

 
 実務的観点から分割出願の要件、効果及び活

用についての平易な説明を試みました。分割出

願手続を行う際の資料として手元に置き参考に

していただければ幸いです。 
 


